令和６年度岩手県認知症介護実践者等養成研修
企画提案募集要項
１　委託する研修及びその内容

　　認知症介護実践者等養成研修は、認知症介護に従事する者に対し、認知症介護の基本理念、基本知識を修得させるため、全６コースの研修を実施し、認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図ろうとするものです（一括委託）。
　　委託内容及び各研修に係る研修目的、受講対象者及び受講定員等は、別紙１「令和６年度岩手県認知症介護実践者等養成研修事業委託仕様書（案）」のとおりです。

２　委託期間
　　事業の委託期間は、契約締結日から令和７年３月31日までです。

ただし、計画的な事業実施の観点から、原則として全ての研修を、令和７年１月末までに実施するものとします。

３　企画提案者の資格要件

企画提案参加者は、下記に掲げる企画提案参加資格の要件をすべて満たしている者とします。
また、複数の者による共同提案も認めますが、その場合、代表者を定めたうえで企画提案に参
加するものとし、県との契約の当事者は当該代表者とします。

なお、共同提案の場合は、構成する者のいずれもが参加要件を満たす者でなければなりません。
 (1) 下記ア又はイのいずれかに該当する団体であること。

　ア　現に介護保険施設又は介護サービス事業所を運営し、認知症介護を実践していること。

　イ　過去に岩手県認知症介護実践者等養成研修又はこれと同等の研修を実施した実績を有すること。

(2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
(3) 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しくは再生手続開始の申立てがされている者（同法第33条第1項に規定する再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがされている者（同法第41条第1項に規定する更生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。
(4) 破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定による破産手続開始の申立てをなされていない者であること。旧和議法（大正11年法律第72号）第12条の規定による和議開始の申立てをなされていない者であること。
(5) 本要項６に定める「企画提案の提出方法」に基づき、令和６年度岩手県認知症介護実践者等養成研修企画提案書等一式の提出があった日から委託候補者選定の日までの期間に、岩手県から一般委託契約に係る入札参加制限措置基準（平成23年10月５日出第116号）に基づく入札参加制限又は文書警告に伴う入札に参加できない措置を受けていない者であること。
(6) 最近１年間の法人税、事業税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。
(7) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下この号において同じ。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体に該当しないものであること。
(8) 本業務の実施において、個人情報の取扱いを伴う事務等を実施する際は、別紙１「委託仕様書　４その他(６)」に記載の事項に留意するとともに、個人情報の保護に関し安全管理措置（※）がなされ、別紙３「個人情報取扱特記事項」を遵守できる者であること。

　　※　安全管理措置…個人情報保護委員会が作成・公開している「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）平成28年11月（令和４年９月一部改正。令和５年４月１日施行）」に掲載の「10（別添）講ずべき安全管理措置の内容」を参照。

（URL：https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/）
４　委託料の上限額
(1) 予算額

　4,821,000円(消費税及び地方消費税を含む)以内
　　　※下記受講料収入は予算額には含めない。

　(2) 積算内容

　人件費、報償費、旅費、需用費、役務費、会場使用料等
　(3) 受講料収入

　研修に係る経費の一部を受講者負担（受講料）とし、委託料は、当該事業に係る経費から受講料収入（見込額11,445,500円）を差し引いた額とする。
５　企画提案書様式の配布等
　(1)　企画提案書等の様式については、県ホームページに掲載します。
　(2)  企画提案書の記載等に関する質問は、書面によるものとし、令和６年２月29日(木)から３月６日(水)17時までの間に、電子メール又はFAXにより下記連絡先に提出してください。電話による受付は行いません。
       また、受け付けた質問については、質問事項と回答事項を取りまとめ、岩手県公式ホームページに掲載します。
なお、最終回答の期日は令和６年３月11日（月）とします。
６　企画提案の提出方法

　　期限までに、下記連絡先に必要書類を提出してください。

(1) 提出書類
1 別紙４「企画提案参加届出書」
2 別紙５「組織等に関する調書」
3 別紙６「令和６年度岩手県認知症介護実践者等養成研修企画提案書」
 ※　下記の内容を踏まえた上で、記載例を参考に記載してください。

・　令和６年度岩手県認知症介護実践者等養成研修実施計画（参考資料１）

・　令和５年度岩手県認知症介護実践者等養成研修実施状況資料（参考資料２）

・　標準カリキュラム（「認知症介護実践者等養成研修事業の円滑な運営について」（平成18年３月31日付け老計発第0331007号厚生労働省老健局計画課長通知）別紙１(1)～(5)）
4 別紙７「事業に関わるスタッフ一覧」
5 補足資料（任意）
企画内容に係る詳細資料や予定講師のプロフィールなど、必要に応じて企画提案書などの補足資料として添付してください。(記載形式は任意)
(2) 提出期限　令和６年３月12日(火)17時まで（必着。郵送の場合も同じ）
(3) 提出方法　郵送又は持参。郵送する場合は配達の記録が残る方法で送付してください。
また、持参する場合は平日９時から17時の間に提出してください。

(4) 提出部数　正本１部、副本４部
７　企画の選定方法及び結果の通知
　企画の選定は、応募のあった企画提案について書面審査により、その研修プログラムの内容（研修効果）、経費等の観点から総合的に審査、選定し、令和６年３月下旬を目途にその結果を通知します。

　審査項目及び評価ごとの配点は、下記一覧表のとおりです。

　ただし、評価点が最も高い企画提案であっても、当該提案に係る各審査委員の評価点が別に定める基準に満たないときは、次点の者を委託候補者として選定し、該当者がない場合は再募集を行います。
[image: image1.emf]審査項目 着眼点 評価ポイント

・研修目的に合致した考え方となっているか

・評価すべきオリジナルな視点があるか

・内容に偏りはないか

・内容や構成に評価すべきオリジナルな視点があるか

・研修の実施時期・期間は適切か

・時間配分は適切か

(予定)講師 ・予定講師は適任か

・感染症対策やeラーニング導入に係る対応は適切か

・確実に事業を遂行できる体制が整っているか

・費用は予算の範囲内で適切に積算されているか

各研修のプログラム

編成の考え方

【審査項目ごとに10点満点】

・６～10点：優れている（期待できる）

・５点：標準レベル（期待度は標準）

・０～４点：標準に満たない（期待困難）

各研修のプログラム

内容・スケジュール

その他


８　その他　

(1) 企画提案に要する費用は、提案者の負担とします。

(2) 次に該当する提案は、無効とします。
ア  本要項に示した参加資格を有しない者のした提案
イ  企画提案書等に虚偽の記載をした者の提案
ウ  企画提案書等の作成及び提出に関する条件に違反した提案
エ  所要額が上記４記載の委託予定額を超える提案
オ  審査の公平性に影響を与える行為をした者の提案
　(3) 本事業は、令和６年度当初予算の成立を前提として募集を行っており、県議会での審査状況等により、募集の停止、事業内容の変更、契約しないこと等の措置を行うことがあります。
　(4) 令和６年度においても、感染症対策を考慮し研修を実施する必要があります。
　　　なお、新型コロナウイルス感染症等の拡大の影響等によっては、事業内容の変更、中止又は代替策による実施を指示する場合があります。

（連絡先）

岩手県 保健福祉部 長寿社会課 高齢福祉担当

〒020-8570　岩手県盛岡市内丸10番１号
（電話：019-629-5436　FAX：019-629-5439　E-mail：AD0005@perf.iwate.jp）
